
​教育に投資することは特にAIとデジタル・トランスフォーメーションの分野における​
​経済成長と格差是正を成し遂げるのにもっとも効果的な方法である。教育は中核となる​
​社会的な機関であるだけでなく、長期的な生産性、イノベーション、及び労働市場の即​
​応性においても重要な役割を果たしている。​

​教育をただの費用として捉えるのではなく、人的資本の観点から見る傾向が最近、経済​
​学者の間にある​​1​​。 教育を受けた人はイノベーションと持続的な経済成長に直接貢献し​
​ている​​2​​。UNESCOは教育を受ける機会と経済格差には直接的な関係があることを強調​
​している。しかし、国際的な進歩にも関わらず、世界では約2億5100万人のが学校で教​
​育を受けられずにいる。所得の低い国では学童期の子供の33%が教育を受けられないで​
​いる。一方で所得の高い国ではこの数字は3％である​​3​​。よって経済と教育が関連してい​
​ることを理解するのは効果的な方針を形作り、全ての国が教育における経済利益の最大​
​化を保証するために非常に重要である。​

​経済格差は世界的に公平な教育を受ける機会を制限する​​4​​。所得の低い家庭の子供は幼​
​少期のケアと教育を受けられないことが多い​​5​​。これは後の学習成果に多大な影響を与​
​える。所得の多い地域に位置する学校は多額の財源の恩恵を受けるため、地域間で大き​
​な教育格差が存在する。世界的に識字率が2024年に88%になり改善の方向に進んでいる​
​が差は未だに残ったままである。7億3100万人の人が基本的な読み書きの能力がなく、​
​このうち2分の3は女性である​​6​​。経済的に不利な家庭の子供は退学率が高く幼少期の教​
​育を受けられないことがあり、コンピューターや現代の勉強ツールへのアクセスが問題​
​として残るなかで、さらなる教育格差への影響が懸念される。 デジタル格差は現代の​
​学びやそれと関連する経済活動を制限する​​7​​。​

​人的資本論は教育を個人の生産性と生涯の収入を増やす投資としている​​8​​。IMFによる​
​と教育を一年多く受けるごとにGDPが0.37%増えるとされている。これは教育による長​
​期的な経済利益を生むために政府が教育のための予算措置を設けることの重要性を示し​
​ている。幼少期の教育は生涯の年収、社会的態度、及び全体的な生産性を改善するため​
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​特に大きな見返りが期待できる​​9​​。政府が教育に財源を当てることで所得に関わらず全​
​員の教育を受ける権利を保証されることで格差は是正される。​

​デジタル革命は世界経済において、教育の提供と活用のされ方を再形成している​​10​​。 教​
​育テクノロジーは世界中の教育システムを変える数十億ドル規模の業界として姿を表し​
​ている。Eラーニングは地理的制限を減らし生徒や機関に対して非同期学習モデルを通​
​して柔軟性をもたらす。さらに、テクノロジーは労働市場が求めるスキルに沿ったカリ​
​キュラムを構成することを可能にし、これはデジタル能力に優れた労働力を持つ国に​
​とって大きな強みになる​​11​​。コロナ禍でのオンライン学習は教育におけるテクノロジー​
​の使用を加速させ、その強みを証明した。テクノロジーの使用は不平等を生み出すもの​
​の、連続的な能力の改善を可能にするため、生涯学習につながる。​

​急激に進む現代の経済でのAIやテクノロジーの使用は労働市場の即応性や世界的競争​
​において教育の存在感をさらに増している​​12​​。AIシステムは個人に合わせた教育を個別​
​指導や生徒の進み具合や要望に合わせた適応型基盤を推進する。また、事務作業を自動​
​化させることができ、これは教育者が高いレベルの指導に集中することを可能にする。​
​しかし、AIの教育ツールに対するアクセスはいまだに不平等であり、この問題は公平​
​な結果のために政策立案者の間で 議論されるべきである。スタンフォード大学の2025​
​年AI指標レポートによると、3分の2の国が 幼稚園年長から高校卒業までの期間のコン​
​ピュター科学教育を提供している、またはする予定があることがわかった。この数は​
​2019年に比べて2倍増えている​​13​​。この傾向はAI教育が生産性、イノベーション、人的​
​資本の増加につながることを踏まえて、AIを教育に取り入れる国が労働市場において​
​多大な利益を得るということを証明し、AIの使用が重要となる現代における教育の価​
​値を示している。​

​教育は経済成長の中核である。教育に存在する不均衡は国家的、国際的な経済成長のポ​
​テンシャルを制限している。テクノロジーの発展は教育の提供法を変え、生産性やイノ​
​ベーションにおける役割を強めている。テクノロジーの発達が不平等を増やすのではな​
​く、人的資本の発展に使われるようにするのが中心的な課題として挙げられる。政府と​
​市民社会が安定した、豊かな経済と社会のために教育に投資することが重要である。​
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